
 

 

 

 

 

 

1. はじめに 

地震地域係数に係数を乗じて割増すと RC 造建物のコン

クリートおよび鉄筋の使用量は増加するため、コストの

増加につながる。その 11)では地震地域係数に係数を乗じ

て割増し、原設計と同等の保有水平耐力を確保できるよ

うに RC 造建物モデルを作成し、さらに部材断面を変更し

て部材断面に基づいて躯体費を算出して比較した。その

22)では地震地域係数 0.8、0.9、1.0 のモデルに 3 種類の地

震波を与えて時刻歴応答解析を行い、得られた結果から

RC 造建物モデルの損傷度による補修費を算定し、躯体費

と補修費のトータルコストを比較して検討した。しかし、

その 2 の補修費の算定法では、地震地域係数が 0.8、0.9、

1.0 と違う場合であっても、同じ値の補修費が算出される

ことがあった。これは層という大きな視点から変形角を

見て損傷度を出しているためである。そこで本研究では、

地震地域係数の違いにより補修費に差が出るよう柱と梁

の部材角から損傷度を定め、部材の補修費を算定し、そ

れらを足し合わせることで補修費を算出した。 

2. 検討対象建物 

本研究では、検討対象建物はその 2 と同様に部材断面の

変更モデルである原設計、D2 モデル、DN6 モデルを検討

対象とし、それぞれ Z0.8、Z0.9、Z1.0 モデルと呼称する。

各モデルは地震地域係数の 0.8、0.9、1.0 に対応している。

また各モデルについて原設計と同等の保有水平耐力の余

裕度を有している。柱と梁の断面表を表 1、2 に示す。 

3. 時刻歴応答解析 

3.1 解析計画 

解析モデルには、部材を線材置換し剛床を仮定した立

体骨組モデルを用いた。立体骨組モデルの梁は単軸バネ

で曲げとせん断をモデル化し、軸方向に関して剛床仮定

により変形しないものとしている。柱のモデルについて

は MN モデル、壁のモデルについては MS モデルで軸方向

と曲げのモデル化を行い、単軸せん断バネでせん断のモ

デル化を行った。Z0.8、Z0.9、Z1.0 モデルに 8 種類の地震

波を入力して時刻歴応答解析を行う。 

3.2 入力地震動 

本解析で使用した地震波は既往波 4 波（EL Centro 波 NS、

Hachinohe 波  EW、Taft

波 EW、JMA KOBE NS)

と告示波 4 波（EL Centro 

位相、Hachinohe 位相、

JMA KOBE 位相、乱数）

の計 8 波である。既往波

は地震波の速度を 50cm/s

に基準化して解析を行っ
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図 1 2 階伏図 
表 2 梁断面表 

G1 G2 G3 G1A G2A G1 G2 G3 G1A G2A G1 G2 G3 G1A G2A

45×95 45×95 45×95 ｰ ｰ 45×100 45×100 45×100 ｰ ｰ 45×100 45×100 45×100 ｰ ｰ

一段 4-D25 5-D25 3-D25 ｰ ｰ 4-D29 5-D29 3-D29 ｰ ｰ 5-D29 5-D29 4-D29 ｰ ｰ
二段 ｰ ｰ ｰ ｰ ｰ ｰ ｰ ｰ ｰ ｰ ｰ 1-D29 ｰ ｰ ｰ

4-D25 4-D25 3-D25 ｰ ｰ 4-D29 4-D29 3-D29 ｰ ｰ 5-D29 5-D29 4-D29 ｰ ｰ
3-D10@150 3-D10@150 3-D10@150 ｰ ｰ 3-D10@100 3-D10@100 3-D10@100 ｰ ｰ 3-D10@100 3-D10@100 3-D10@100 ｰ ｰ

45×95 45×95 45×95 ｰ 45×100 45×100 45×100 45×100 ｰ 45×105 45×100 45×100 45×100 ｰ 45×105
一段 5-D25 5-D25 5-D25 ｰ 5-D25 5-D29 5-D29 5-D29 ｰ 5-D29 5-D29 5-D29 5-D29 ｰ 5-D29
二段 1-D25 ｰ 2-D25 ｰ 2-D25 1-D29 ｰ 2-D29 ｰ 2-D29 2-D29 1-D29 2-D29 ｰ 3-D29
一段 4-D25 4-D25 4-D25 ｰ 5-D25 4-D29 4-D29 4-D29 ｰ 5-D29 5-D29 5-D29 4-D29 ｰ 5-D29
二段 ｰ ｰ ｰ ｰ ｰ ｰ ｰ ｰ ｰ ｰ ｰ ｰ ｰ ｰ 1-D29

4-D13@200 4-D13@200 4-D13@200 ｰ 4-D13@200 4-D13@150 4-D13@150 4-D13@150 ｰ 4-D13@150 4-D13@150 4-D13@150 4-D13@150 ｰ 4-D13@150
45×95 45×95 45×95 50×100 45×100 45×100 45×100 45×100 50×105 45×105 45×100 45×100 45×100 50×105 45×105

一段 5-D25 5-D25 5-D25 6-D25 5-D25 5-D29 5-D29 5-D25 6-D29 5-D29 5-D29 5-D29 5-D29 6-D29 5-D29
二段 1-D25 ｰ 2-D25 2-D25 2-D25 1-D29 ｰ 3-D25 2-D29 2-D29 2-D29 1-D29 2-D29 3-D29 3-D29
一段 4-D25 4-D25 4-D25 6-D25 5-D25 4-D29 4-D29 4-D25 6-D29 5-D29 5-D29 5-D29 5-D29 6-D29 5-D29
二段 ｰ ｰ ｰ ｰ ｰ ｰ ｰ ｰ ｰ ｰ ｰ ｰ ｰ 1-D29 1-D29

4-D13@200 4-D13@200 4-D13@200 4-D13@200 4-D13@200 4-D13@150 4-D13@150 4-D13@150 4-D13@150 4-D13@150 4-D13@150 4-D13@150 4-D13@150 4-D13@150 4-D13@150
45×180 45×180 45×180 ｰ 45×100 45×185 45×185 45×185 ｰ 45×105 45×185 45×185 45×185 ｰ 45×105

一段 5-D25 5-D25 5-D25 ｰ 5-D25 5-D29 5-D29 5-D29 ｰ 5-D29 5-D29 5-D29 5-D29 ｰ 5-D29
二段 2-D25 2-D25 2-D25 ｰ 2-D25 2-D29 2-D29 2-D29 ｰ 2-D29 3-D29 3-D29 3-D29 ｰ 3-D29
一段 5-D25 5-D25 5-D25 ｰ 5-D25 5-D29 5-D29 5-D29 ｰ 5-D29 5-D29 5-D29 5-D29 ｰ 5-D29
二段 1-D25 1-D25 1-D25 ｰ 1-D25 1-D29 1-D29 1-D29 ｰ 1-D29 2-D29 2-D29 2-D29 ｰ 2-D29

8-D13@200 8-D13@200 8-D13@200 ｰ 8-D13@200 8-D13@150 8-D13@150 8-D13@150 ｰ 8-D13@150 8-D13@150 8-D13@150 8-D13@150 ｰ 8-D13@150
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表 1 柱断面表 

Z0.8モデル Z0.9モデル Z0.1モデル
(原設計) (D2) (DN6)

C1 C1 C1

80×80 80×80 85×85
16-D25 16-D25 20-D25

X方向 4-D13＠100 5-D13＠100 5-D13＠100
Y方向 2-D13＠100 3-D13＠100 3-D13＠100

80×80 80×80 85×85
16-D25 16-D25 20-D25

X方向 4-D13＠100 5-D13＠100 5-D13＠100
Y方向 2-D13＠100 3-D13＠100 3-D13＠100

80×80 80×80 85×85
16-D25 16-D25 20-D25

X方向 4-D13＠100 5-D13＠100 5-D13＠100
Y方向 2-D13＠100 3-D13＠100 3-D13＠100
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B×D
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B×D
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た。既往波を 50cm/s に基準化する際に使用した倍率は EL 

Centro 波が 1.495、Hachinohe 波が 1.452、Taft 波が 2.823、

JMA KOBE波が 0.551である。告示波の地盤は第二種地盤

の増幅率をかけたものである。図 2 に速度を 50cm/s に基

準化したときの既往波と告示波の加速度応答スペクトル

を示す。各モデルの 1 次固有周期は Z0.8 モデルが 0.229s、

Z0.9 モデルが 0.246s、Z1.0 モデルが 0.233s である。 

3.3 解析結果  

(1) 最大層間変形角 

 図 3 に最大層間変形角の分布を示し、実線は既往波、点

線は告示波を表している。最大層間変形角は Z0.8、Z0.9、

Z1.0 モデルの順に値が小さくなっている。各モデルとも 1

階では告示波 JMAの値が一番大きい。既往波Hachinoheは

他の地震波よりも 1 階から 3 階までの値が小さくなってい

る。また Z1.0 モデルの告示波乱数以外では、3 階、2 階、

1 階の順に値が大きくなり、3 階では値がそれほど変わら

ないのに対して、1 階では差が大きくなる傾向にある。

Z1.0 モデルの告示波乱数では 1 階より 2 階の値の方が大き

くなっている。 

(2) 最大層せん断力 

図 4 に最大層せん断力を示す。最大層せん断力は Z0.8、

Z0.9、Z1.0 モデルの順に値が大きくなっている。各モデル

とも 1 階では告示波 JMA の値が一番大きい。また、既往

波 Hachinohe は他の地震波よりも 1 階から 3 階までの値が

小さくなっている。今回使用した 8 種類の地震波ではいず

れも、各モデルとも 3 階では値がそれほど変わらないのに

対して、1 階では値の差が大きくなる傾向がある。 

(3) ヒンジ図 

 0.8 モデルの B 通りヒンジ図を図 5 に示す。既往波

Hachinohe では柱と梁ともに曲げひび割れしか発生してお

らず曲げ降伏は発生していない。柱については、既往波

EL Centro、既往波 JMA、告示波 JMA では 1 階のみ降伏が

見られ 2 階、3 階ではひび割れしか発生していない。また

既往波 Taft、告示波 EL Centro、告示波 Hachinohe、告示波

乱数では 1 階と 2 階で降伏が見られ、3 階では曲げひび割

れのみ発生している。梁については、既往波 Hachinohe を

除く 7 種類の地震波において 2 階の梁で降伏が発生し、基

礎、3 階、R 階の梁は曲げひび割れが発生している箇所が

ある。 

4. 補修費の算定 

4.1 補修費に含まれる費用 

 層間変形角に基づいて補修費を算定する方法を算定法 1、

柱、梁の部材角に基づいて補修費を算定する方法を算定

表 3 補修費に含まれる費用 
補修費に含まれ

る費用
層間変形角に基づ
く補修費の算定

部材角に基づく
補修費の算定

内訳

躯体工事費 ◯ ○ 柱、梁、壁、床

仕上げ工事費 ○ 内装、外装

設備工事費 ◯ 電気、衛生、空調、昇降機など

仮設工事費 共通仮設工事費、直接仮設工事費

解体工事費 ○

その他 外構費、諸経費、設計費など
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法 2 と呼称する。補修費は表 3 に示すように文献 3)を参考

に躯体工事費、仕上げ工事費、設備工事費、仮設工事費、

解体工事費、その他の 6 項目を対象とし検討する。算定法

1 には躯体工事費、設備工事費が含まれ、算定法 2 には躯

体工事費、仕上げ工事費、解体工事費が含まれている。 

4.2 層間変形角に基づく補修費の算定 

 算定法 1 では、文献 4)を参考に時刻歴応答解析で得られ

た層間変形角に基づいて層の損傷度を判定した後、層の

損傷度に応じて被災度を決定し、被災度に応じた補修費

を算定した。設定した層間変形角、層の損傷度、被災度、

補修費用の対応関係を表 4 に示す。層間変形角と層の損傷

度の対応関係、損傷度と被災度の対応関係は文献 5)を、

被災度と補修費の対応関係は文献 6)を参考に設定してい

る。層間変形角が 1/200rad 未満の場合を層の損傷度Ⅰとし

て補修費用は 0～10,000 円/㎡、層間変形角が 1/200rad 以上

1/100rad 未満の場合を層の損傷度Ⅱとし補修費用は 10,000

～29,000 円/㎡、層間変形角が 1/100rad 以上 1/75rad 未満の

場合を層の損傷度Ⅲとし補修費用は 10,000～29,000 円/㎡

と設定した。床面積あたりの補修費用(円/㎡)に床面積を乗

じて補修費用を算定する。補修費の算定は表 4 の最大値に

対して行い、算定結果を表 5 に示す。 

告示波 EL Centro の Z0.8 モデルは 1 階の最大層間変形角

の値が 1/100rad 以上 1/75rad 未満で損傷度Ⅲとなり補修費

が高くなっている。また告示波 JMA の Z0.8 モデルは 1 階

の最大層間変形角の値が 1/75rad 以上であるので損傷度は

Ⅳで建て替えとなる。既存波 Hachinohe は全層で損傷度Ⅰ

となりどのモデルも補修費は同じ低い値となっている。 

4.3 部材角に基づく補修費の算定 

時刻歴応答解析で得られた柱、梁の部材角に基づいて

部材の損傷度を判定した後、部材の損傷度に応じて補修

費を算定する。設定した部材角、損傷度、ひび割れ幅、

補修費の対応関係を表 6 に示す。ひび割れ幅と損傷度の対

応関係は文献 5)を、柱の部材角とひび割れ幅の対応関係

は文献 7)~10)、梁の部材角とひび割れ幅の対応関係は文献

11)および 12)、損傷度と補修費の対応関係は文献 13)を基

とし、その他 2 つの文献 14)および 15)を参考に設定してい

る。 

柱はひび割れ以降を損傷度Ⅰ、降伏以降の部材角が

1/200rad 未満の場合を損傷度Ⅱ、部材角が 1/200rad 以上

1/67rad 未満の場合を損傷度Ⅲ、部材角が 1/67rad 以上の場

合を損傷度Ⅳと設定した。梁はひび割れ以降を損傷度Ⅰ、

降伏以降の部材角が 1/150rad 未満の場合を損傷度Ⅱ、部材

角が 1/150rad 以上 1/75rad 未満の場合を損傷度Ⅲ、部材角

が 1/67rad 以上の場合を損傷度Ⅳと設定した。また、補修

費については損傷度Ⅰの時を 1~5 万円/本、損傷度Ⅱの時

を 5~10 万円/本、損傷度Ⅲの時を 20~40 万円/本、損傷度Ⅳ

の時を 80~100 万円/本とする。柱・梁ともに補修費の算定

は表 6 の最大値に対して行い、それぞれの値を合計するこ

とで全体の補修費を算定した。 

既往波 EL Centro 波における Z0.8 モデルのヒンジ図およ

び損傷度を図 6 に示す。部材の損傷度が異なる場合は両端

の大きい方を採用し損傷度を決定した。その結果、柱に

ついては損傷度 0 が 0 本、損傷度Ⅰは 22 本、損傷度Ⅱは

6 本、損傷度Ⅲは 17 本、損傷度Ⅳは 0 本となり、柱の補

修費は 850万円となった。梁については損傷度 0が 14本、

損傷度Ⅰは 28 本、損傷度Ⅱは 6 本、損傷度Ⅲは 0 本、損

傷度Ⅳは 0 本となり、梁の補修費は 200 万円となった。し

たがって柱と梁の合計は 1050 万円となる。同様に各モデ

ルの補修費の算定結果を表 7 に示す。補修費は Hachinohe

波を除き、Z0.8 モデルが一番高く、Z0.9 モデル、Z1.0 モ

デルと順に低くなり、地震地域係数が大きいほど補修費

が低くなることが分かる。Hachinohe 波のような被害の小

さい地震波については、柱と梁ともに損傷度Ⅰのみとな

ったため他の地震波と比べ低い値となり、各モデルの補

修費にあまり差は出なかった。告示波 JMA では Z0.8 モデ

ルにおいて最大層間変形角が 0.015rad で損傷度Ⅳとなる柱

が 12 本あり、補修費が 1745 万円と最も高い値となった。 

 

損傷度 状態 被災度 層間変形角 補修費用(円/㎡)
Ⅰ 使用 無被害または軽微 1/200 0～10,000
Ⅱ 修復1 小破 1/100 10,000～29,000
Ⅲ 修復2 中破 1/75 29,000～60,000
Ⅳ 安全 大破 1/50
Ⅴ ｰ 崩壊 ｰ

建て替え

表 4 損傷度、被災度、補修費の設定 

〇曲げひび割れ 

●曲げ降伏 

Z0.8 モデル 

既存波 EL Centro 50cm/s 

                               ○曲げひび割れ 
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図 6 Z0.8 モデル 既往波 EL Centro ヒンジ図 
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表 5 方法 1 の補修費 
Z 階層 EL Centro Hachinohe Taft JMA 告示波EL Centro 告示波Hachinohe 告示波JMA 告示波 乱数

1 1559  (Ⅱ) 538  (Ⅰ) 1559  (Ⅱ) 1559  (Ⅱ) 3226  (Ⅲ) 1559  (Ⅱ) (Ⅳ) 1559  (Ⅱ)

2 538  (Ⅰ) 538  (Ⅰ) 1559  (Ⅱ) 538  (Ⅰ) 1559  (Ⅱ) 1559  (Ⅱ) 538  (Ⅰ) 1559  (Ⅱ)

3 539  (Ⅰ) 538  (Ⅰ) 538  (Ⅰ) 539  (Ⅰ) 538  (Ⅰ) 538  (Ⅰ) 539  (Ⅰ) 538  (Ⅰ)

合計 2635 1614 3656 2635 5323 3656 建て替え 3656

1 1559  (Ⅱ) 538  (Ⅰ) 1559  (Ⅱ) 1559  (Ⅱ) 1559  (Ⅱ) 1559  (Ⅱ) 1559  (Ⅱ) 1559  (Ⅱ)

2 538  (Ⅰ) 539  (Ⅰ) 538  (Ⅰ) 538  (Ⅰ) 538  (Ⅰ) 538  (Ⅰ) 538  (Ⅰ) 538  (Ⅰ)

3 538  (Ⅰ) 540  (Ⅰ) 539  (Ⅰ) 539  (Ⅰ) 539  (Ⅰ) 539  (Ⅰ) 539  (Ⅰ) 539  (Ⅰ)

合計 2635 1614 2635 2635 2635 2635 2635 2635

1 538  (Ⅰ) 538  (Ⅰ) 1559  (Ⅱ) 538  (Ⅰ) 538  (Ⅰ) 538  (Ⅰ) 1559  (Ⅱ) 538  (Ⅰ)

2 539  (Ⅰ) 539  (Ⅰ) 538  (Ⅰ) 539  (Ⅰ) 539  (Ⅰ) 539  (Ⅰ) 538  (Ⅰ) 539  (Ⅰ)

3 540  (Ⅰ) 540  (Ⅰ) 539  (Ⅰ) 540  (Ⅰ) 540  (Ⅰ) 540  (Ⅰ) 539  (Ⅰ) 540  (Ⅰ)

合計 1614 1614 2635 1614 1614 1614 2635 1614

単位：万円　（）は損傷度

0.8

0.9

1

表 6 損傷度、部材角、補修費 

損傷度 状態 ひび割れ幅 部材角(柱) 部材角(梁) 補修費(万円/本)
Ⅰ 使用 0.2mm以下 曲げひび割れ 曲げひび割れ 1〜5
Ⅱ 修復1 0.2〜1.0mm程度 曲げ降伏 曲げ降伏 5〜10
Ⅲ 修復2 1.0〜2.0mm程度 1/200rad以上 1/150rad以上 20〜40
Ⅳ 安全 2.0mmを超える 1/67rad以上 1/75rad以上 80〜100
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4.4 補修費の比較 

算定法 1、算定法 2 の補修費の算定結果を図 7 に示す。

算定法 1 ではそれぞれの地震波について各モデルの補修費

が同じ値になる場合があったが、算定法 2 ではモデルによ

って補修費が段階的に変化した。算定法 2 で求めた補修費

に比べ算定法 1 の補修費は大きな値となっている。これは

補修費に設備工事費が含まれていることや床面積あたり

の補修費の幅が大きいことが原因であると考えられる。

算定法 2 について Z0.8 モデルと Z1.0 モデルを比べると、

既往波 Hachinohe、既往波 Taft を除き、補修費はおよそ半

分の値となっている。 

5. まとめ 

異なる地震地域係数における RC 造建物モデルの時刻歴

応答解析を行い、部材ごとに損傷度を判定し補修費の算

定を行った。さらに層間変形角に基づく補修費の算定方

法との比較を行い、以下の知見が得られた。 

1) 算定法 1 では各モデルの補修費が同じ値になる場合が

あったが、算定法 2 ではモデルによって補修費が段階

的に変化した。 

2) 算定法 2 で求めた補修費に比べ算定法 1 の補修費は大

きな値となった。 

3) 算定法 2 について既往波 Hachinohe、既往波 Taft を除

き、Z1.0 モデルの補修費は Z0.8 モデルの補修費のお

よそ半分の値となっている。 
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表 7 方法 2 の補修費 

図 7 補修費比較 (左：方法 1 右：方法 2) 

 120


